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鳥取県版企業BCP基本モデル
  　　　　 

株式会社　○○○

事業継続計画
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平成　　年　　月　　日　改定（第　　版）
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１　事業継続方針

1.1 目的

	本計画は自然災害、事故等の非常事態における従業員の安全確保を図ると同時に、顧客への商品供給を継続することで、企業としての社会的責任と自社の存続、従業員の雇用の確保を果たしていくことを目的として策定したものである。


1.2 事業継続対応の基本的な方針

非常時における事業継続対応や平時における必要な対策は、以下を基本として行う。

	社員・家族の視点
	・人命（従業員・家族）の安全確保を優先した対策を取る。

・事業継続することにより、従業員の雇用を守る。

	顧客の視点
	・自社製品の供給を速やかに果たし、顧客事業に大きな影響を与えることを回避する。

	自社の経営視点
	・顧客への供給責任を果たすことにより、顧客からの信用を守り、競争力の確保を果たす。
・必要な設備投資を自社の経営状況を踏まえて計画的に行い、計画の実効性の向上に努める。


1.3 計画の対象
本計画における適用範囲を以下のように特定する。

	対象施設
	本社事務所、工場

	対象組織

人　数
	１５人


２　計画の目標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2.１　中核事業
早期復旧措置を行うBCPの対象事業（中核事業）は以下の事業とする。

	中核事業名
	○○製造事業


2.２ 重要業務と目標復旧時間

中核事業に必要な業務（重要業務）とそれぞれの目標復旧時間、その際の復旧レベルを以下のとおりに設定する。（※：○は目標復旧時間が短い重要業務）
	業務
	目標復旧時間
	その際の復旧レベル
	重要業務

	受注/発注
	１日
	重要な顧客との間で連絡体制が確立するまで。
	

	保管
	１２時間
	設定された条件下で原材料（部品）が管理できるまで。
	

	製造
	2日
	重要顧客A社向け商品の製造が再開できるまで
	○

	配送
	１日
	重要顧客A社向けの商品配送ができるまで
	○

	支払/請求
	３日
	取引先への支払業務が再開できるまで
	


３　対象事象とその影響


３.1 対象とする事象

当社では事業に与える影響の大きさを考慮し、以下の事象を踏まえた対策を検討する。

	事象名
	地震（震度６強以上）

火災（本社事務所又は工場の全半焼）


３.2 影響の想定

上記事象が発生した場合、当社の経営資源が受ける影響は以下のとおりと推定した。
（※：×は復旧を阻害する経営資源：目標復旧時間＜予想される復旧時間）
【自社の経営資源】
	経営資源
	被害の概要
	予想される復旧時間
	復旧を阻害する
経営資源

	社員
	・地震当日出社できない社員が５名発生

・火災でやけどを負い、社員３名が休む。
	３日
	

	本社事務所

工場
	・全壊又は半焼する
	９０日
	×

	機械・装置
	・地震による機械設備の位置ずれ又は転倒・損壊

・火災による焼損
	30日
	

	備品（ＰＣ等）
	・落下転倒による故障

・出火による焼損
	２～５日
	×

	原材料

在庫品
	・倉庫内の荷崩れ、損傷

・出荷できなくなる
	３日～７日
	

	車両
	・出火で半焼してしまい、使用できなくなる
	３日
	


【外部資源】
	経営資源
	被害の概要
	予想される復旧時間
	復旧を阻害する
経営資源

	電力
	・地震による停電（機械設備の停止）

・引き込み線の損傷、受電設備被災による停電
	３日～７日
	×

	水
	・地震による断水
	３日～７日
	

	電話・通信回線
	・輻輳による通信障害

・電話線が焼失し、使用できない
	３日
	×

	道路・交通・物流
	・地震による交通渋滞

・原材料到着の遅れ
	７日
	

	取引先・委託会社
	・地震による被災、原材料納品の遅れ
	７日
	


４　事業継続に必要な対応

４.１ 体制

（１）指揮命令系統
非常事態が発生した場合は、以下の体制により非常時対策本部を設置し、指揮命令及び社内での情報伝達を行う。
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（２）役割分担
各班の役割は以下のとおりとする。

	本部長
	・全社的な非常時対応、事業継続対応の指揮を行う。

	副本部長
	・本部長の支援

	総務班
	・発災初期における安全確保（消火、避難、救助）の指揮

・動員、安否確認、人員配置

・建物設備、情報システムの被害調査、復旧措置《資料3》
・収集した情報をもとにした今後の状況予測と必要となる対策の立案
・対外的な情報発信、記録作成

	業務班
	・中核事業に関連する機械設備の被害調査《資料3》
・停止した業務再開時期の推定

・業務再開措置（復旧措置、代替措置）。

	対外班
	・顧客や仕入先への連絡及び情報収集、調整

	支援班
	・対策本部（代替拠点含む）の設置

・非常時対応に必要な不足物資（人員、通信機器、水・食料、PC、燃料、資機材等）の調達


（３）安否確認　
初動段階で特に必要になる安否確認の方法を記す。　　　　　　　　　　《資料２》　　　　　　　　　　　　　　
	責任者
	総務班長
	担当者
	総務課　○○○、○○○

	基本事項
	・社員は、非常事態を察知した場合、上位者へ安否の報告を行う。

・災害対策本部設置後は、総務班が安否確認を行う。

	連絡手段
	以下の手段を優先して連絡を行う。

①安否確認システム　　　②携帯電話　　　③携帯メール　　④固定電話

	連絡が取れない社員への対応
	近隣の社員が自宅訪問を行い、状況を確認し、責任者に報告する。

	死傷者が出た場合
	死傷者が発生した場合は、直ちに経営層（専務、社長）に報告する。


４.２ 発動基準
	段階
	事象
	参集対象者
	行動内容

	第１次動員

（初動対応開始）
	震度５弱の地震
	総務課長、総務係長、業務課長
	建物及び設備の点検の実施

	第２次動員
	震度５強以上の地震

本社又は工場の小規模火災
	災害対策本部員

他の社員は本部員からの参集指示に従う
	災害対策本部の設置
安否確認開始

	第３次動員
（ＢＣＰ発動）


	震度６弱以上の地震

本社又は工場の延焼火災
	全社員
	BCP発動
関係者へ状況報告



4.３ 活動拠点
	区分
	施設名
	要件等

	通常
	本社
	場所：本社会議室

既存設備：ホワイトボード、電話、（発電機：本社倉庫）
搬入物：PC３台、複合機１台、テレビ、ラジオ

	代替拠点

第１候補
	倉庫
	住所：本社と同じ
既存設備：電気、電話（１回線）
搬入物：PC１台、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ１台、TV、ラジオ、発電機
収容人数：10人（災害対策本部員、支援班員）

	代替拠点

第２候補
	社長宅
	住所：鳥取市○○町○○ - ○
既存設備：電話、FAX、インターネット（光回線）、PC１台
搬入物：ＰＣ２台、
収容人数：1５人（全社員）


4.5 重要業務の継続方法（BCP発動後の対応）
計画で対象とする事象の発生又は何らかの影響により、重要業務が停止し、目標復旧時間までに再開できないと見込まれた場合、以下の対応を取り、重要業務の再開を行う。

	重要業務
	担当者
（代理者）
	実施方法

	受注/
発注
	○○
（○○）
	・代替拠点を受発注の連絡拠点とする。
・事前にプリントアウトした重要顧客及び取引先一覧を持ち出す。

・PC又は携帯メールを利用し、取引先へ拠点変更の連絡を行う。
（取引先には固定電話、FAXが使用できない旨を説明し、代替としてPCメールに切り替えていただくことを伝える）
・最新の受注状況を確認する（バックアップしたデータより）

・重要顧客の商品を中心に食材の発注を行う。

	保管
(食材、商品)
	○○

（○○）
	・事前に契約を結んだ保管先へ連絡を行う。
　（保管食材・商品、数量、保管条件、保管開始時期）

・仕入先へ納入先の変更連絡を実施する。
・受入のための車両（フォークリフト等）を確保する。
（○○社へ連絡）

・保管先から代替製造場所への移送手段（保冷車等）を確保する
　（○○社へ連絡）　　　

	製造
	○○

（○○）
	《代替製造の場合》

・○○社へ代替製造のための連絡を行う
　（製造商品、数量、開始時期、製造方法、条件）

・食材、部材等を代替製造先へ輸送する

・代替製造先へ社員（○○、○○、○○）を派遣する

・代替製造先にて製造開始する
《早期復旧の場合》

・社員にて製造機械等を補修し、可能な範囲で製造を行う
・人員を確保し、手作業で製造を再開する

	配送
	○○

（○○）
	・配送用車両、運転手の確保を行い、配送を再開する。
　（車両：○○社へ連絡、運転手：人員再配置、他社からの応援）　
・代替製造先（○○社）から顧客へ直接商品を配送する。

	支払/請求
	○○

（○○）
	・伝票の受け取り場所（社長宅）の連絡を関係者へ連絡を行う。
・伝票発行のための情報機器が使用できない場合は手書きまたは、
　手押しスタンプにて発行する。


５　事前対策

【内部資源】
	経営資源
	対策内容
	実施時期（予定）

	社員
	職務分掌の見直し
定期的なローテーション

スキルアップ教育
	○○年△△月

	拠点
	耐震補強工事
代替製造先との事前協定
	○○年△△月

	機械・装置
	耐震化実施
保守部品の在庫
	○○年△△月

	備品
	購入先の複数化検討
	○○年△△月

	食材
	購入先の複数化検討
	○○年△△月

	車両
	リース会社との事前協定
保冷BOX,保冷剤の準備
	○○年△△月

	資金
	業務停止時の財務分析実施
複数の金融機関と事前調整
	○○年△△月

	・・
	・・・
	・・


【外部資源】

	経営資源
	対策内容
	実施時期（予定）

	ライフライン
	自家発電機の購入
	○○年△△月

	電話・通信回線
	スマートフォンの契約
LTE回線の契約
	○○年△△月

	道路・交通・物流
	複数の配送会社との事前締結
	○○年△△月

	取引先・委託会社
	代替製造先（○○社）との事前締結
	○○年△△月


６　計画の維持管理


6.１ 運用体制
	責任者
	○○社長

	事務局
	総務部長

	運営委員会
	社長、専務、総務部長、業務部長


6.2 教育
	計画内容の
教育
	【時期】６月
【内容】BCPの基本的事項、全般運用方法
【評価】理解度確認テストの実施

	計画内容の更新の周知
	計画内容を更新・変更した場合は、事務局より各部署に配布を行う。
各部署の計画書は最新のものを保管する。


6.3 訓練・演習
	訓練／演習


	【時期】９月（毎年）
【内容】①初動対応訓練
②本部運営訓練
③重要業務再開訓練
④外部連絡訓練
【評価】訓練実施後はレビューを行い、改善点について確認する。


6.4 文書管理
	管理方法
	【保管】原本は総務部長が保管する。
【配布】各部責任者に本計画書の紙ファイルを配布する。
【管理】改版時には各部責任者に配布するとともに旧版を回収、廃棄する。

	更新方法
	【点検】毎年１０月に文書の点検、見直しを行う。
【承認】総務部長は資料を更新し、社長、専務の承認を得る。


【資料】
１．重要な連絡先一覧
	区分・社名
	連絡先担当
	連絡先
	連絡内容
	当社担当者/代理者

	顧客
	（株）○○○○
	○○課長

　○○○○


	電話　××××-××-××××（代表）

　　　××××-××-××××（夜間休日）

携帯電話　　×××-×××-××××
電子メール　×××＠××.co.jp

携帯メール　×××＠××.××.××
	・被災状況の確認
・納期調整
	担当：○○○○代理：○○○○

	
	
	○○課主任

○○○○
	携帯電話　　×××-×××-××××
携帯メール　×××＠××.××.××
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	協力会社
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	保守会社/委託先

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２．社員連絡先一覧
	
	所属/役職
	氏名
	携帯電話

自宅電話
	メールアドレス
	備考

	1
	社長
	○○○ ××
	×××-×××-××××

××××-××-××××
	×××＠××.××.××
	

	2
	専務
	
	
	
	

	3
	総務部/部長
	
	
	
	

	４
	業務部/部長
	
	
	
	

	５
	総務部/課長
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（緊急連絡網等が別途ある場合はそれを参照）
３．被害状況チェックシート

	施設名
	
	調査日時
	年　　月　　日　　時　　分

	所在地
	
	調査者名
	

	人的被害
	□無　　　　　□有　（軽傷　　人　　　重傷　　人　　　死者　　人　　　不明　　人）

	地盤
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建物
	被害
	□無

□有　
	□地震（□全壊　　　　□損壊　　　□一部損壊　　　□その他　　　　　）

□火災（□全焼　　　　□半焼　　　□一部焼損　　　□その他　　　　　）

□水害（□床上浸水　　□床下浸水）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	立入可否
	□可　　　　　□不可

	
	付帯設備
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	設備
	車両
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	その他車両
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	PC等
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	ｻｰﾊﾞ
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	FAX
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	ライフライン
	電気
	□無　　　　　□停電（内容　

	
	電話回線
	□無　　　　　□不通　　　　　　□かかりにくい

	
	携帯電話
	□無　　　　　□不通　　　　　　□かかりにくい

	
	ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
	□無　　　　　□不通　　　　　

	
	携帯ﾒｰﾙ
	□無　　　　　□不通　　　　　　□かかりにくい

	
	上水道
	□無　　　　　□断水

	
	ガス
	□無　　　　　□遮断

	在庫
	製品在庫
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	資機材
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	原材料
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	その他
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業務班：業務課長


（代理：○○○○）





副本部長：専務


（代理：総務部長）








非常時対策本部





総務班： 総務課長


（代理： 総務課係長）





対外班：営業課長


（代理：○○○○）





支援班：総務課長


（代理：○○○○）





班員
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本部長：社長


（代理：専務）
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